




























める消費者需要も、消費者態度指数でみると 2019年 6月の段階で、 9か月連続で悪化とい
った状況である。世界的に見ても、米中貿易摩擦を中心に経済大国の景気は悪化しており、
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（出所）『eve実態調査』青木義則「 EVEファンドを活用した．ベンチャー企業とのオープンイノベーシ



































（出所）倉林 陽「コーポレートベンチャーキャピタルにおける組織とパフォーマンス」 (GraduateSchool 










また Ahujaand Lampert (2001)は、ベンチャー企業の最新で先進の技術に触れることで、
成熟した企業が革新的なイノベーションを創り出す確率を高めることになると主張してい






























































































7. 業界人脈：EVE活動を通じて、ベンチャーキャピタリストや TMT(Technology, Media 
& eommunication)セクターの投資銀行、起業家、科学者、コンサルタントなどの業
界人脈を獲得することができる。




また Dushnistskyand Lenox (2005)によると、外部のベンチャーファイナンスに携わる
事で、 EVEはスタートアップ企業やベンチャー企業の成功や失敗した試みを学ぶ事がで
き、そうした知見を内部の R&Dに役立てる事ができるとされる。さらに Fulghieriand 
Sevilir (2009)によると、 EVEを通じたスタートアップ企業やベンチャー企業への投資金





ると、 EVEは特に米国において、すでに 1960年代から始められていた言われている 15)0 
大企業が停滞期に新しいアイディアを社外に求めたのがその契機である。そして 1960年
代、 1980代、 1990年代と 3つの時期に米国でブームとなった。現在では、米国の大企業の
研究開発費の総額の 1％が EVEに振り向けられていると言われている 16)。現在では大企
業とスタートアップ企業やベンチャーとの連携は、世界的に見ても注目されており、その
手法として EVEが主要なものとみなされている。その一例として、 2016年にシード ve
でありスタートアッププログラムをもつ 500startups と INSEADが発表した調査
(Bonzom and Netessine, 2016)によると（図表ー 5)、Fortune500企業の上位企業ほど、
ベンチャー企業との連携を積極的に行っており、連携の形態として EVEが最も多く採用























































































































投資は投資件数で 8,948件と前年比 5.7％減であったが、投資総額は前年比 58％増の 1,309
億米ドルで過去最大となり、この背景として eveによる投資の活発化を挙げている 18)0 












ンドの後退の懸念もあったが、 2019年 2月までの状況では、全体の 1割弱を占める中国企
業の EVE投資はやや鈍化しているものの、中国以外の外国企業の EVE投資は引き続き堅
調に推移しているとしている。さらに足元では、自動車や機械関連企業が、 EVEを通じて






































年、 p.2 （左図）、 p.3（右図）。
2) 日本の EVEの動向
一方、日本での EVEの動向であるが、福島氏は社内ベンチャーと eveへの関心を新聞


































A review of research on new business creation: Internal corporate venturing and eorporate Venture 
eapital 東北大学大学院経済学研究科福嶋路 pp.16. 
ごく最近の動向としては、 2017年の大企業の EVEによるベンチャー企業への投資件数








































社名／プロジェクト名 設立時期 ファンド総額 ファンド概妻
GREE Ventures, Inc. 2011年II月 70恒円 日本、東南アジア国でネットビジネスに1l1わるテクノロジー・サービス企菓に投資．
20{軒qでスタートし、 2014年5月にso億円の2号ファンドを設立
Klab Ventures 2011年12月 30!還円
モパイルゲームのKlabとVCDJSBインベストメントの］Vとして設立．国内・アジアのインターネッ
ト企葉に投資．ソーシャル、ソフトウェア、 EC-クラウド閲運が注力頭域
KDDIO匹F~unInd .novation 2012年2月 SO{IPJ 
国内外のIT系ベンチャーヘの投資 ・事業運営文ブ援レをイ実ン施が．担2当014年7月に追加でSO{軒qの2号ファン
ドを設立。ファンド逼用はVe.a)グローバル・




10呻 |（(31)ドコモ イノベ ションピレレ＆ッネジッ（ト企分業野支で援のプ投ロ資グをラ実ム施）、しL}rコモ・イノベ ンヨンファンド
事業閏発の3本柱で、リア／










































れる。第二に、米国ではve投資の出口 (Exit) として株式公開 (IPO)よりも M&Aが
主流となっている。 2013年の Exitの実績を見ると、 M&Aが 377件であるのに対し、
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1) KDDI (KDDI Open Innovation Fund) の事例
KDDIは、2012年 2月にグローバル・ブレイン株式会社と共同で KDDIOpen Innovation 
Fund」（登記上の名称： KDDI新規事業育成投資事業有限責任組合）を起ち上げ、国内外
のIT系ベンチャー企業を投資対象とした EVE戦略を実践している。この第 1号ファンド
は、運用期間 2022年 1月までの 10年間を予定したファンドで運用総額 50億円であった。
以降 2014年に 2号ファンド（総額 50億円、国内外のスタートアップ企業を対象、 2024年




























8月 SORACOM loT Fund Programを通じ、アジアの通信スタートアップ企業であるUnaB口に出資
6月 loTデバイスマネジメントプラットフォームを提供するResinioに出資
（出所） KDDIニュースリリース一覧から筆者作成




















































| • グローパル ・プレイン、 その他のLPファンドのディールフローを活用 ．


















































































った。 2008年から 2018年 12月の 10年間で 18件の投資を実施しているが、半数以上の 12
件を 2016年以降に実施している 35)0 
-18-



























































































































実践」 2016年、 pp.I-11 (https://www.danvc.com/eVeF.pdf) などを参照されたい。
4) 倉林 陽「コーポレートベンチャーキャピタルにおける組織とパフォーマンス」 (GraduateSchool of 
Policy and Management, Doshisha University、2016年、 pp.37-38.
5) Kortum, S. and Lerner, J., Assessing the contribution of venture capital to innovation?, The Rand 
Journal of Economics, 2000, 31 (4), pp. 674-692を参照されたい。
6) Ahuja, G. and Lampert, e., Entrepreneurship in the large corporation, Strategic Management Journal 
21, 2001, pp. 267-294を参照されたい。
7) 倉林、前掲論文、 p.38.
8) 同上ならびに Lichtenthaler,U. and Lichtenthaler, E., A eapability-Based Framework for Open 


















20) 断りのない限り、福嶋、前掲論文、 pp.16-17に負っている。同論文では、日本における eveの歴史や
発展のプロセスについて、詳しく考察されている。併せて参照されたい。
21) 同上．








28) なお KDDIは、「KDDlooLabo」および「KDDIDIGITAL GATE」などの事業共創プログラムをすでに
実施しており、さらに eve戦略によりベンチャー企業との事業共創を促進している。詳しくは、
https://news.kddi.com/kddi/corporate/newsrelease/2018/04/05/3063.htmlなどを参照されたい。




32) 同上、 p.75. なお、 LPとは LimitedPartner(＝出資者や投資家）を意味し、 GPはGeneralPartner(= 
運営者）を指す。
33) 同上、 pp.75-76.
34) 旭化成のスタートアップ投資 日経産業新聞 9月 4日付け (https://www.nikkei.com/…/DGXMZ0349
20810TOOelSA900…）を参照している。
35) 経産省産業技術環境局技術振輿・大学連携推進課、前掲（「手引き（第 3版）」、 p.41.
36) 日経朝刊、 2019年 8月 2413付け．
37) 日経朝刊、 2019年 8月 24日付け．
38) 日経朝刊、 2019年 8月 24日付け．
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